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インターネットと人権に関するアンケート 

 

企業名：LINE株式会社 

 

対象サービス：  

動画を中心としたコンテンツプラットフォーム「LINE VOOM」 

回答日：2023年2月17日 

 

以下の質問へのご回答をお願いいたします。なお、回答にあたっては、貴社日本法人としての

取り組みやご見解についてお答えください。海外法人について記載される場合には、該当箇所

にてその旨明記をお願いいたします。 

 

1. 人権方針等 

1-1. 貴社サービスに伴う人権侵害を予防・軽減するための人権方針を定めていますか。定め

ている場合には、その内容やリンク先をご教示ください。定めていない場合には、その

理由及び今後の策定予定をご教示ください。 

 

（回答） 

LINEグループ役職員は、人権に関する考え方を含むLINEグループ行動規範に基づく行

動が求められています。同規範は、多様性を理解するとともに、差別やハラスメント

等の禁止、労働環境の遵守等が定められています。（ https://linecorp.com/ja/comp

any/mission ） 

また、親会社であるZホールディングス株式会社が2021年10月7日に人権ポリシーを制

定しており(https://www.z-holdings.co.jp/company/humanrights/)、同ポリシーは、

当社を含めたグループ各社も適用範囲となっております。 

 

1-2. 上記の一般的な人権方針に加え、下記の特定の人権侵害に対応するための特別な人権方

針・対処方針が存在する場合には、その内容やリンク先を具体的にご教示ください。 

・ ヘイトスピーチ（特定の個人や集団などの人種、民族、国籍、性別・性的指向など

を差別的な意図をもって貶める言動） 

・ ヘイトクライムその他暴力犯罪、集団による威力の行使、業務妨害行為の煽動 

・ 差別の助長（ヘイトスピーチ以外の何らかの属性や特徴に基づく差別に該当しうる

行為を広く含みます） 

・ 名誉毀損、侮辱、プライバシー権侵害 

・ いじめ（SNSやコミュニティサイトを利用した子どもに対するネット上でのいじめ行

為、当該いじめ行為を放置する行為など） 

・ 児童ポルノ 

・ オンライン・ハラスメント（特に女性に対するハラスメント） 

・ 同意の確認できない性的動画・画像の流布（盗撮、性行為動画、AV出演強要被害、

デイープフェイク、アスリート等の性的部位を強調した写真撮影等を含む。特に子

どもや女性への被害を念頭に置いたものがあればご教示ください） 

 

（回答） 
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現時点で特別な人権方針・対処方針は定めておらず、LINE利用規約やLINEプライバシ

ーポリシー、LINEグループ行動規範等の包括的な方針にしたがって対応しておりま

す。 

 

 

1-3. 上記に関し、貴社グループ全体のグローバルポリシー等とは別に日本法人独自の人権方

針等を定めている場合は、リンク先などをご教示ください。定めていない場合には、そ

の理由及び今後の策定予定をご教示ください。 

 

(回答) 

1-1に回答しましたLINEグループ行動規範は、グループ全体のグローバルポリシーとして

「行動規範」を定め、社外公表、社内浸透をしているため、日本法人独自の方針はござ

いません。 

 

1-4. 上記人権方針を社内に周知させるための方策（社内研修、eラーニング、外部有識者を招

いた社内セミナーなど）をご教示ください。 

 

(回答)周知策として、役職員に対して、LINEグループ行動規範、ダイバーシティ＆イン

クルージョン、ハラスメント等をテーマにした研修を入社時及び適時にeラーニング形式

で実施しています。 

 

1-5. 上記人権方針を社外に周知させるための方策（広報、ウェブサイトでの周知など）をご

教示ください。 

 

(回答)  

LINEグループ行動規範はLINE（株）のコーポレートサイトに掲載しております。 

 

 

2. 人権デュー・ディリジェンス 

2-1.  貴社サービスに関する人権デュー・ディリジェンス（人権への負の影響を特定し、防

止・軽減し、かつ、これに対処するために企業が実施すべきステップであり、人権への

影響を評価すること、その結果を事業活動に反映し検証すること、及び、その取り組み

や結果を開示することなどをいいます）を実施していますか。実施している場合には、

その内容をご教示ください。実施していない場合には、その理由及び今後の実施予定を

ご教示ください。 

 

(回答) 

LINE（株）において、経営陣によって構成されたリスク管理委員会、代表取締役社長直

下のリスク管理部門、各事業部におけるリスク管理者の設置といった、リスク管理体制

を整えています。それらの体制を通じて、引き続き人権を含むリスクアセスメントを実

施し、実効性のある対策を推進していく予定です（https://linecorp.com/ja/governanc

e/riskmanagement/）。また、Zホールディングス株式会社の人権分科会にも参画してお

ります。 

 

https://linecorp.com/ja/governance/riskmanagement/
https://linecorp.com/ja/governance/riskmanagement/
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2-2. 上記人権デュー・ディリジェンスのプロセスや結果を公開している場合には、そのリン

ク先をご教示ください。非公開の場合には、その理由をご教示ください。 

 

（回答） 

公開はしておりません。その理由に関しましては回答を控えさせていただきます。 

 

2-3. （人権デュー・ディリジェンスを実施した場合）貴社サービスに伴う人権侵害リスクと

して特定された問題についてご教示ください。 

 

（回答） 

回答を控えさせていただきます。 

 

2-4. 対応すべき人権問題が複数ある場合、対応の優先度や今後の具体的なスケジュールをご

教示ください。 

 

（回答） 

回答を控えさせていただきます。 

 

 

3. 人権侵害への対応、救済手続（グリーバンスメカニズム） 

3-1.  貴社サービスに伴う人権侵害に対応するための方法や救済手続（上記1-2に列挙した各問

題等について利用者や被害者から削除要請、人権侵害や差別の通報、発信者情報開示請

求などがあった場合の対応策や救済手続などを含みます）の内容をご教示ください。そ

の際には、各問題の類型に応じて、対応策の種類（削除、アカウント停止、退会措置、

発信者情報開示、ブロッキング、表示除外など）やその判断基準を具体的にご説明くだ

さい。通報を受けずに貴社が人権侵害等を発見して対応する場合の対処についてもご説

明ください。 

               

（回答） 

当社では、LINE利用規約（https://terms.line.me/line_terms?lang=ja）の13.において

禁止行為を定め、禁止行為が行われた場合にはアカウント停止や削除等の措置を講じる

ことができるとしています。 

権利を侵害された方からの削除依頼、不適切掲載に関する通報は通報機能および、お問

い合わせフォームより承っております。 

このほか、発信者情報開示請求については、郵送および、お問い合わせフォームにて承

っております。 

また、当社スタッフで公開領域を24時間365日モニタリングし、LINE利用規約に反する投

稿の削除、アカウント停止等も実施しています。なお、具体的な判断基準に関しまして

は、公開しておりません。 

 

 

3-2. 上記対応や救済手続の実施体制（対応部署、役割分担、規模・人数、AIの利用など）を

ご教示ください。 
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（回答） 

モニタリング部門、CS部門において、入信対応および関連部署へのエスカレーションを

行っております。わいせつ画像や出会い系、不快画像などの違反画像、誹謗中傷やスパ

ムなどの違反テキストの検知にAIを活用しており、違反リスクの高いものがFilterにひ

っかかるよう随時機械学習を行い、精度向上に努めております。 

 

3-3. 上記体制について、その適正を確保するための措置（AIに対するダブルチェックや人員

に対する人権トレーニングの実施など）を具体的にご教示ください。 

 

（回答） 

担当者は適宜研修を実施し、ミスやヌケモレのないように業務を行っています。万一ミ

スが発生した場合には、振り返りと再発防止策を策定し、同じミスのないように留意し

ております。また、担当者によるチェックに加え、前述のAIによる検知を合わせて実施

することで適正な運用を確保しております。 

  

 

 

3-4. 対応や救済手続について、通報件数、通報内容、対応内容などの実績や定量的なデータ

をご提供ください。 

 

（回答） 

ユーザからの削除申告への対応としてTransparency Report ( https://linecorp.com/j

a/security/removal/2022 )にて公表しております。 

2021/4/1~2022/3/31の期間において、LINE VOOMを含む複数サービスの合算値では、名誉

/プライバシー侵害を根拠として削除申告を受けた件数は合計340件であり、うち削除に

応じた件数は70件となりました。 

 

       

3-5. 対応や救済手続について、対象者や権利に応じた特別の配慮事項（女性や子どもの権利

への配慮、ヒューマンライツ・ディフェンダー（人権の擁護や推進のために行動する人

権活動家をいいます）の保護、表現の自由と人権尊重のバランスの確保など）がある場

合には、その内容をご教示ください。 

 

（回答） 

関連法令への遵守のほかは特別の配慮事項は設けておらず、LINE利用規約とガイドライ

ンに則って対応しています。また、関係者を集めた定期的な意見交換を実施し、社会情

勢の把握に努めています。 

 

3-6. 対応や救済手続について、利用者など外部への周知方法をご教示ください。 

 

（回答） 

当社サイト「LINE Safety Center」（https://linecorp.com/ja/safety/index)にて、ユ

ーザーの皆様にLINEアプリを円滑にご利用いただくための基本情報を、「LINEの安心安
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全ガイド」として掲出しております。さらに「LINEの投稿基準」（https://linecorp.co

m/ja/safety/contributionStandard）では、迷惑行為や違法行為といった禁止事項を記

載しています。 

その他青少年の健全なインターネット利用の啓発活動として、地方公共団体、専門家と

連携して、情報モラル教育教材の開発や、調査研究、全国の学校・自治体・関係機関へ

のオンライン出前授業などを行っています。 

＜ご参照＞デジタルリテラシー教育 https://linecorp.com/ja/csr/activity/literacy 

 

さらに、業界団体である一般社団法人ソーシャルメディア利用環境整備機構（SMAJ）を

通じ、総務省及び法務省と共同で啓発キャンペーン「#NoHeartNoSNS」の取り組みを進

め、団体ホームページにて救済方法の周知を行っています。 

 

 

3-7. 対応や救済手続の利用・アクセスを容易にし、又は促進するための方策を講じている場

合には、その内容をご教示ください。 

 

（回答） 

上記の通りです。 

 

4. ステークホルダーエンゲージメント、第三者との協力等 

4-1. 人権方針の策定、人権デュー・ディリジェンスの実施、人権侵害への対応・救済手続の

運用などに関し、利用者、投資家、NGO、政府機関・国際機関などのステークホルダーと

エンゲージメントや話し合いを実施しましたか。 

        

(回答) 

    現時点で、ステークホルダーとのエンゲージメントや直接の話し合いなどは実施してお

りませんが、政府機関・国際機関が指し示すガイドブック等に則り、人権方針の策定、

人権デュー・ディリジェンスの実施、人権侵害への対応・救済手続の運用などの整備を

行っております。今後、必要に応じ、ステークホルダーとのエンゲージメントや直接の

話し合い等を検討いたします。 

 

4-2. 上記エンゲージメント等を実施した場合には、その内容（対象者、頻度、テーマ、経営

方針への反映など）をご教示ください。実施していない場合には、その理由及び今後の

実施予定をご教示ください。 

 

（回答） 

実施予定も含め検討中です。 

 

4-3. 人権侵害を予防・軽減するために、同業他社や業界団体との協力や共同での取組みなど

を行っている場合には、その内容をご教示ください。 

 

   （回答） 

当社が加盟する一般社団法人ソーシャルメディア利用環境整備機構では、法務省人権擁

護局、総務省、一般社団法人セーファーインターネット協会と共同で、SNS 利用に関す

https://linecorp.com/ja/csr/activity/literacy
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るスローガン #NoHeartNoSNS のもと、SNS の利用で悩んでしまった際に役立てていただ

くための特設サイト（https://no-heart-no-sns.smaj.or.jp/ ）を開設しております。 

  

5. その他 

5-1. 貴社サービスに伴う人権侵害を予防・軽減する上で、事業構造、サービスの内容、外部

環境、法令などに起因する制約・困難性がある場合には、その内容や懸念事項をご教示

ください。 

 

（回答） 

グローバルでサービス提供しているため、各地の風習や慣習などをすべて網羅してサー

ビス提供することが困難な場合があります。また、サービス上でのユーザーの投稿が禁

止行為に該当するかどうかの判断に際して、ユーザーの表現の自由を過度に制約するこ

とのない慎重な運用が求められる場合があります。 

 

5-2. 貴社サービスに伴う人権侵害を予防・軽減する上で、日本固有の事情や日本法人の権限

に基づく制約・困難性がある場合には、その内容や懸念事項をご教示ください。 

 

（回答） 

上記に記載の通りです。 

 

5-3. テクノロジーの発達や業界におけるサービスの拡大・流行など（AIの進化、音声SNSの流

行、有料やプレミアムサービスなどの新たなマネタイズ方法等）に関し、今後貴社又は

業界において注視すべき事項（救済の促進などのメリット/新たな人権侵害の懸念などの

デメリットの両方を含みます）がある場合には、その内容をご教示ください。 

 

（回答） 

前述のとおり、サービス上でのユーザーの投稿が禁止行為に該当するかどうかの判断に

関しては、検閲の禁止の規定の趣旨や表現の自由への配慮が必要になることから、削除

等も慎重にならざるをえません。事業者が緊急避難的な対応をする場合に、万一ミスを

してもセーフガードが働き、安心して対処できるような仕組みが必要かと思います。 

 

5-4. その他、コメントやご意見がございましたら、ご自由にご記載ください。 

 

 

（以上です。ご協力ありがとうございました。） 


